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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、本県職員の給与の実態、給与を決定する諸事情について調査研究を行い、平

成22年10月８日に県議会及び知事に対してその結果を報告し、併せて給与の改定について勧

告を行った。

その概要は、次のとおりである。

⑴ 報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成22年職員給与実態調査」の概要は、

次のとおりである。

(ア) 職員構成

職員数は、一般職員6,669人、警察官3,987人、県立学校職員5,130人、市町村立学

校職員13,675人、計29,461人となっている。また、その平均年齢は43.2歳、平均経

験年数は21.0年、男女別構成は男61.9％、女38.1％、学歴別構成は大学卒77.0％、

短大卒8.1％、高校卒14.9％、中学卒0.0％となっている。

(イ) 平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、

福祉職及び学校栄養職の７種14給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本

年４月における平均給与月額は、給料371,162円、扶養手当9,711円、地域手当191円、

その他の手当17,047円、計398,111円となっており、昨年と比べ1.3％の下降を示し

ている。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.0歳、

平均経験年数21.7年）の平均給与月額は、給料346,865円、扶養手当10,867円、地域

手当404円、その他の手当17,550円、計375,686円となっており、昨年と比べ1.8％の

下降を示している。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟

市人事委員会と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内

1,099事業所のうちから、253事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「平成22年

職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる78種類の職務に従

事する者7,542人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査した。

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。
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(ア) 初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で19.3％（昨

年23.7％）、高校卒で6.1％（同11.2％）となっているが、そのうち大学卒で87.6％

（同82.3％）、高校卒で93.9％（同74.3％）の事業所で初任給は据置きとなっており、

昨年大幅に増加した初任給据置きの事業所の割合がさらに増加している。

(イ) 給与改定の状況

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員(係員)について、

ベースアップを実施した事業所の割合は30.4％（昨年17.3％）となっており、昨年

に比べて増加している。一方、ベースダウンを実施した事業所の割合は2.0％（同

1.0％）となっており、昨年に比べて増加している。

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員(係員)について、定期に行われる昇

給を実施した事業所の割合は64.2％（昨年61.9％）となっており、昨年に比べて増

加している。昇給額については、昨年に比べて増額となっている事業所の割合が

17.6％（同7.5％）と昨年に比べて増加しているのに対し、減額となっている事業所

の割合は12.2％（同13.3％）と昨年に比べて減少している。

(ウ) 雇用調整の実施状況

別表第４に示すとおり、民間事業所における雇用調整の実施状況をみると、本年

１月以降に雇用調整を実施した事業所の割合は36.2％（昨年46.3％）となっており、

昨年と比べると減少しているものの、依然として高い水準となっている。民間事業

所における雇用調整の措置内容を多い順にみると、採用の停止・抑制（21.2％）、一

時帰休・休業（13.3％）、残業の規制（8.5％）となっている。

さらに、別表第５に示すとおり、本年４月分の給与について、賃金カット等を実

施した事業所は、一般の従業員(係員)について6.0％（昨年5.6％）、管理職(課長級)

について7.5％（同11.4％）となっており、当該事業所における平均減額率は、一般

の従業員について5.6％（同7.4％）、管理職について6.1％（同7.0％）となっている。

このように、本年の民間給与の調査結果をみると、民間企業においては、昨年同様、

人員の縮小、一時帰休の実施、残業の規制等様々な取組を行いつつ、給与についても、

一部の事業所において、昇給の抑制や賃金カットなどの措置が行われている。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

(ア) 公民給与の較差

本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の

職務に従事する者について、相互の給与を比較した。
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職員の給与については、給与構造の改革により、平成18年４月１日から給料表が

国に準じて平均約4.8％引き下げられたところであり、給料表による給与を基礎とし

て比較したところ、別表第６(1)に示すとおり、職員の給与が民間従業員の給与を

888円（0.24％）下回っている。

また、給料表の改定に伴う新旧給料月額の差額(注)を支給する経過措置がとられ

ていることから、これによる給与を基礎として比較したところ、別表第６(2)に示す

とおり、職員の給与が4,052円（1.08％）上回っている。

なお、職員と民間の比較に当たって使用した給与種目は別表第７のとおりである。

(注) 現行給料月額と平成18年３月31日現在の給料月額（昨年度一部減額）の差額

(イ) 特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の

特別給を調査した結果は、別表第８に示すとおりであって、平均給与月額の3.95月

分に相当しており、職員の特別給(期末・勤勉手当)の年間支給割合(4.10月分)を下

回っている。

エ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年４月に比べ、新潟市では

0.7％の下降、全国では1.2％の下降となっている。

また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世

帯及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ205,520円､

224,930円及び244,360円となっている。

オ むすび

(ア) 職員の給与の改定

本県職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況は、

以上述べたとおりである。

また、本委員会は平成17年11月の報告において、地域の民間給与水準をより適切

に反映させるため、国に準じて給与構造の改革を実施することが適当と判断し、平

成18年４月以降実施する措置について、勧告等を行ってきたところである。国にお

いては、本年度、給与構造改革として当初予定していた施策の導入・実施がすべて

終了することとなるため、本県においても、こうした国の動向を踏まえるとともに、

給与構造改革に係る他の都道府県等の状況を考慮した対応が必要であると考える。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定について次のとおり判

断した。
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ａ 給料表

民間給与と比較を行っている行政職給料表については、公民給与の較差の状況

等を踏まえ、引下げ改定を行う必要がある。

改定内容は、初任給など若年層の給与水準に配慮するため、中高齢層を対象に

引下げを行った人事院勧告に準じて引き下げ、その上で１級及び２級を除き、引

下げ後の給料月額に本年の公民較差を考慮して定めた100分の98.82を乗じて得た

額とする。

また、給料月額について上記の改定が行われることを踏まえ、一般職の職員の

給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年新潟県条例第５号）附則第

８項、第９項及び第10項の規定による給料（経過措置額）の算定基礎となる額に

ついても、引き下げることとする。その引下げ後の額は、平成18年３月31日にお

いて受けていた給料月額に、その者に係る昨年の経過措置額の引下げ率及び人事

院勧告に準じて定めた率（100分の99.83）を乗じ、さらに、１級及び２級以外の

職員にあっては、本年の公民較差を考慮して定めた率（100分の98.82）を乗じて

得た額とする。

なお、行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に、

給料月額及び経過措置額の引下げ改定を行うものとする。ただし、医療職給料表

(一)については医師の処遇を確保する観点から、第２号任期付研究員に適用され

る給料表については若手研究者を対象とした給料表であることから、人事院勧告

と同様、改定を行わないものとする。

ｂ 通勤手当

交通用具使用者に係る通勤手当については、交通用具別の手当額の設定につい

て、民間及び他の都道府県の状況等を踏まえながら、検討する必要がある。

ｃ 特殊勤務手当

特殊勤務手当については、本委員会の報告を踏まえ、平成17年度に総合的な見

直しが行われたところであるが、その後相当期間が経過していることから、現在

任命権者において改めて点検・調査が行われているところであり、国及び他の都

道府県の状況等を考慮し、支給内容等について検討する必要がある。

ｄ 時間外勤務手当

時間外勤務手当については、人事院において、平成23年度から月60時間の超過

勤務時間の積算の基礎に日曜日又はこれに相当する日の勤務の時間を含めるとさ

れたことを踏まえながら、所要の措置を講ずる必要がある。

ｅ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、昨年８月から本年７月までの１年間における

民間の特別給の支給割合との均衡を図るため、支給月数を0.15月分引き下げ、
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3.95月分とすることとする。本年度については、12月期の期末手当から差し引く

こととし、来年度以降については、国の取扱いや民間の特別給の支給状況等を参

考に、６月期及び12月期における期末手当と勤勉手当の支給月数を定めることと

する。

ｆ 教員給与

義務教育等教員特別手当及び特別支援教育関係者の給料の調整額については、

国において見直しが進められていることや他の都道府県の動向等を考慮し、見直

しを検討する必要がある。

ｇ 市町村立学校の事務主幹の給与

市町村立学校の事務主幹の給与については、学校事務共同実施が進展する中、

職務の困難度、責任の度合い及び職務権限等の状況を注視しながら、引き続き検

討を進めていく必要があると考える。

ｈ 改定の実施時期等

職員の給与水準を引き下げる改定については、遡及することなく、この改定を

実施するための条例の公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が初日である

ときは、その日）から実施することとする。

また、年間の公民給与を均衡させるため、人事院勧告に準じて、本年12月期の

期末手当の額において、所要の調整措置を行うこととする。

民間給与と職員給与は４月時点で比較し均衡を図ることとしており、遡及改定

を行わない場合であっても、年間給与で公務と民間の均衡を図る観点からの所要

の調整を行うことが情勢適応の原則にもかなうものである。

具体的な調整方法としては、行政職給料表の場合、今回引下げ改定が行われる

給料月額又は経過措置額を受ける職員について、本年４月に受けた民間給与との

比較の基礎となる給与種目の給与額の合計額に調整率△1.20％(注)を乗じて得た

額に、本年４月からこの改定の実施の日の属する月の前月までの月数を乗じて得

た額と、本年６月に支給された特別給に当該調整率を乗じて得た額を合算した額

を基にして調整することとする。また、行政職給料表以外の給料表についても、

引下げ改定が行われない医療職給料表(一)及び第２号任期付研究員に適用される

給料表を除き、行政職給料表と同様の調整を行うこととする。

(注）調整率の算定式

改定による給与月額の引下げ率（△1.08%）×平均給与月額×全職員数
＝△1.20%

引下げ改定が行われる給料月額又は経過措置額を
受ける職員の給与月額の総額
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(イ) 給与構造の改革

人事院は、本年度をもって給与構造改革として当初予定していた施策の導入・実

施が終了することから、経過措置が段階的に解消されることに伴って生ずる制度改

正原資について、これまで抑制されてきた昇給の回復に充てることとした。

本委員会としては、本年の給与改定により、給与構造改革による経過措置を含ん

だ給与に基づく公民較差を解消した上、給与改定の内容を総合的に勘案し、昇給の

回復については平成22年１月１日に昇給抑制を受けた者（復職時調整等において昇

給抑制を受けた者を含む。）の号給を平成23年４月１日に１号給上位に調整すること

とした。

また、平成23年度以降も、国や他の都道府県等の動向を踏まえ、引き続き給与制

度の見直しを行っていく必要があると考える。

(ウ) 職員の勤務時間等

職員の時間外勤務については、平成17年度以降着実に縮減し、平成19年度は中越

沖地震の復旧作業等に伴い一時的に増加したものの、中越沖地震の復旧作業の進展

等により平成20年度は再び縮減し、平成21年度については、職員の勤務時間が１日

当たり７時間45分、１週当たり38時間45分に改定された中、横ばいとなっている。

任命権者においては、事前命令の徹底、勤務実績の把握、時間外勤務をしない職

員が退庁しやすい雰囲気づくり、適正な時間外勤務命令など様々な時間外勤務の縮

減対策に取り組んでいるところであるが、長時間の時間外勤務は、職員の健康保持、

労働意欲や活力の維持、有為な人材の確保等に影響を及ぼし、行政組織の活力にも

かかわるものである。また、本年４月から、月60時間を超える時間外勤務について、

割増賃金率の引上げ又は割増賃金の支給に代えての時間外勤務代休時間制度の新設

が行われたところであり、長時間にわたる時間外勤務の抑制を求められていること

から、今後も取組を継続・展開することにより、時間外勤務の縮減に、より一層努

めていく必要がある。

人事院は、本年８月、長期病休者が増加している現状に照らし、省庁間の取扱い

に差異がみられた１回の病気休暇の上限期間を設定する病気休暇の見直しを行うと

ともに、長期にわたり療養が必要な職員に対しては療養に専念できるよう休職させ

るものとするとの報告を行った。

本県においても、地方公務員法にのっとり、職員の勤務条件を定めるに当たって

国及び他の地方公共団体との間に権衡を失することのないよう、国及び他の都道府

県等の動向に留意しながら、職員の勤務条件である休暇制度について適切な対応を

図る必要がある。

精神疾患による休職者数は、本県においても依然として多いことから、職員の心
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の健康づくりは引き続き重要な課題である。任命権者においては、従来から、精神

科医師によるメンタルヘルス相談、心の健康問題による長期療養者の職場復帰支援

実施要綱の制定など様々な措置を実施してきたところであるが、状況の改善に向け、

今後も一層の取組に努めていく必要がある。

(エ) 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理

勤務実績の給与などへの反映については、昇給制度を中心に各任命権者におい

て進められているところである。今後とも更なる勤務実績の給与などへの反映に

向けて検討を進める必要がある。

また、現在任命権者において取り組まれている人事評価制度についても、引き

続き、公平性、透明性、納得性の高い人事評価が行われるよう努める必要がある。

ｂ 有為な人材の確保・育成

社会経済情勢が大きく変化する中、複雑・高度化する行政課題に的確に対応し、

質の高い行政サービスを提供していくためには、将来の県政を担う有為な人材の

確保や育成がますます重要となってきている。

人事院においても、平成24年度からの新たな採用試験の実施に向け所要の準備

を進めることとしている。

このような状況を踏まえ、本県においては、今後も、国や他の都道府県等にお

ける動向を注視しつつ、採用制度全般について、引き続き、研究・検討を進める

とともに、県民の多様な行政ニーズに応えられるよう人材育成を積極的に進める

必要がある。

なお、人材の育成に当たっては、幅広い専門知識やグローバルな視野を身につ

けるための職員の自主的な取組を推進することも有効であり、国や他の都道府県

等の状況を踏まえて、休業制度など適切な対応を図る必要がある。

ｃ 公務員倫理の確保

公務員には厳正な服務規律と高い公務員倫理の保持が求められているが、依然

として、一部の職員が公務員としての倫理観を問われるような不祥事を発生させ、

県民の信頼を損なう事態も生じている。

任命権者においては、懲戒処分基準の明確化など、一定の対策がとられている

ところであるが、今後とも引き続き、不祥事が発生した場合には、その事実関係

を十分把握した上で適正な処分を行うとともに、その原因を究明し、再発防止策

の実施や服務規律の遵守の一層の徹底を図ることが求められる。

職員においても、一人ひとりが高い倫理観と、全体の奉仕者であることの自覚

を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要がある。
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(オ) 高齢期の雇用問題

本年の人事院の報告では、公的年金の支給開始年齢の引上げに合わせ、平成25年

度から定年を段階的に65歳まで延長することが適当とし、定年延長と60歳台の多様

な働き方や定年延長に伴う給与制度の見直しなど、定年延長に向けた制度見直しの

骨格を示し、これを基に更に検討を進め、本年中を目途に具体的な立法措置のため

の意見の申出を行うこととしている。

本県においても、高齢期の雇用問題について、国や他の都道府県等の動向を注視

しつつ、検討を進めていく必要がある。

(カ) 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着している。

本年の勧告においては、給料表及び期末・勤勉手当の引下げを内容とするものに

なったが、民間準拠を基本とした給与決定の仕組みは、職員に対し適正な給与水準

を保障し、公務に必要な人材の確保や円滑な行政運営に寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、別紙

第２の勧告どおり実施されるよう要請する。

⑵ 勧告

ア 一般職の職員の給与に関する条例及び市町村立学校職員の給与に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の給料表（医療職給料表(一)を除く。）を別記第１のとおり改定すること。

(別記第１省略)

(イ) 平成23年４月１日における号給の調整について

平成22年１月１日に昇給した職員その他これに準ずる職員として人事委員会規則

で定めるものの平成23年４月１日における号給を１号給上位の号給とすること。

(ウ) 期末手当及び勤勉手当

ａ 平成22年12月期以降の支給割合

(a) (b)及び(c)以外の職員

12月に支給する期末手当の支給割合を1.35月分とすること。再任用職員につい

ては、同月に支給する勤勉手当の支給割合を0.3月分とすること。

(b) 特定幹部職員

12月に支給する期末手当の支給割合を1.15月分とすること。再任用職員につい

ては、同月に支給する勤勉手当の支給割合を0.4月分とすること。
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(c) 大学の学長の職にある職員

12月に支給する期末手当の支給割合を1.5月分とすること。

ｂ 平成23年６月期以降の支給割合

(a) (b)及び(c)以外の職員

６月及び12月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ1.225月分及び1.375月

分とすること。再任用職員については、６月及び12月に支給する勤勉手当の支給

割合をそれぞれ0.325月分とすること。

(b) 特定幹部職員

６月及び12月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ1.025月分及び1.175月

分とすること。再任用職員については、６月及び12月に支給する勤勉手当の支給

割合をそれぞれ0.425月分とすること。

(c) 大学の学長の職にある職員

６月及び12月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ1.4月分及び1.55月分

とすること。

イ 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の給料表（第２号任期付研究員に適用される給料表を除く。）を別記第２のと

おり改定すること。（別記第２省略）

(イ) 期末手当

ａ 平成22年12月期以降の支給割合

12月に支給する期末手当の支給割合を1.5月分とすること。

ｂ 平成23年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ1.4月分及び1.55月分と

すること。

ウ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の改正

(ア) 給料表

現行の給料表を別記第３のとおり改定すること。（別記第３省略）

(イ) 期末手当

ａ 平成22年12月期以降の支給割合

12月に支給する期末手当の支給割合を1.5月分とすること。

ｂ 平成23年６月期以降の支給割合

６月及び12月に支給する期末手当の支給割合をそれぞれ1.4月分及び1.55月分と
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すること。

エ 一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成18年新潟県条例第

５号）の改正

平成18年３月31日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員で、その者の受け

る給料月額が同日において受けていた給料月額〔この改定の実施の日において、医療

職給料表(一)の適用を受ける職員又は第２号任期付研究員以外の職員であって、平成

21年12月１日において一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成21年新潟県条例第56号）附則第２項第１号に規定する減額改定対象職員であった者

については、当該給料月額に100分の99.59を乗じて得た額（次の表の給料表欄に掲げ

る給料表の適用を受ける職員でその号給が次の表の号給欄に掲げる号給であるもの以

外の職員にあっては、当該額に100分の98.82を乗じて得た額）とし、その額に１円未

満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とする｡〕に達しないこととなるもの（人

事委員会規則で定める職員を除く。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を

給料として支給すること。

（一般職の職員の給与に関する条例）

給 料 表 職務の級 号 給

行 政 職 給 料 表
１ 級 １号給から93号給まで

２ 級 １号給から125号給まで

公 安 職 給 料 表
１ 級 １号給から125号給まで

２ 級 １号給から145号給まで

教育職給料表(一)
１ 級 １号給から75号給まで

２ 級 １号給から28号給まで

教育職給料表(二)
１ 級 １号給から83号給まで

２ 級 １号給から47号給まで

教育職給料表(三)
１ 級 １号給から125号給まで

２ 級 １号給から60号給まで

医療職給料表(二)
１ 級 １号給から85号給まで

２ 級 １号給から105号給まで

医療職給料表(三)
１ 級 １号給から169号給まで

２ 級 １号給から153号給まで

研 究 職 給 料 表 １ 級 １号給から121号給まで

福 祉 職 給 料 表 １ 級 １号給から153号給まで
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（市町村立学校職員の給与に関する条例）

給 料 表 職務の級 号 給

教育職給料表(一)
１ 級 １号給から83号給まで

２ 級 １号給から47号給まで

教育職給料表(二)
１ 級 １号給から125号給まで

２ 級 １号給から60号給まで

学校栄養職給料表
１ 級 １号給から85号給まで

２ 級 １号給から105号給まで

行 政 職 給 料 表
１ 級 １号給から93号給まで

２ 級 １号給から125号給まで

オ 改定の実施時期等

(ア) 改定の実施時期

この改定は、この勧告を実施するための条例の公布の日の属する月の翌月の初日

（公布の日が月の初日であるときは、その日）から実施すること。ただし、アの(イ)

及び(ウ)のｂ、イの(イ)のｂ、ウの(イ)のｂについては、平成23年４月１日から実

施すること。

(イ) 平成22年12月に支給する期末手当に関する特例措置

平成22年12月に支給する期末手当については、人事院勧告に準じた特例措置〔期

末手当の額から減ずる額の算定に当たり給与（教職調整額、へき地手当及びこれに

準ずる手当を含む。）の額に乗ずる率は、100分の1.20とする。〕を講ずること。

ただし、平成22年４月１日から同年12月１日までの期間において職員以外の者又

は職員であって適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれぞれ次の表の

給料表欄、職務の級欄及び号給欄に掲げるものであるもの〔一般職の職員の給与に

関する条例等の一部を改正する条例（平成18年新潟県条例第５号）附則第８項の規

定による給料を支給される職員を除く。〕、医療職給料表(一)の適用を受ける職員若

しくは第２号任期付研究員その他これに準ずる職員として人事委員会規則で定める

ものは当該措置の対象としない。
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（一般職の職員の給与に関する条例）

給 料 表 職務の級 号 給

行 政 職 給 料 表
１ 級 １号給から93号給まで

２ 級 １号給から64号給まで

公 安 職 給 料 表
１ 級 １号給から92号給まで

２ 級 １号給から84号給まで

教育職給料表(一)
１ 級 １号給から75号給まで

２ 級 １号給から28号給まで

教育職給料表(二)
１ 級 １号給から83号給まで

２ 級 １号給から47号給まで

教育職給料表(三)
１ 級 １号給から92号給まで

２ 級 １号給から60号給まで

医療職給料表(二)
１ 級 １号給から85号給まで

２ 級 １号給から72号給まで

医療職給料表(三)
１ 級 １号給から96号給まで

２ 級 １号給から80号給まで

研 究 職 給 料 表 １ 級 １号給から96号給まで

福 祉 職 給 料 表 １ 級 １号給から92号給まで

（市町村立学校職員の給与に関する条例）

給 料 表 職務の級 号 給

教育職給料表(一)
１ 級 １号給から83号給まで

２ 級 １号給から47号給まで

教育職給料表(二)
１ 級 １号給から92号給まで

２ 級 １号給から60号給まで

学校栄養職給料表
１ 級 １号給から85号給まで

２ 級 １号給から72号給まで

行 政 職 給 料 表
１ 級 １号給から93号給まで

２ 級 １号給から64号給まで

(ウ) その他所要の措置

(イ)に掲げるもののほか、この改定に伴い、所要の措置を講ずること。


